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平成２６年度畜産物価格決定等に関する要望意見書 

 

北海道の酪農・畜産は、厳しい気象・地理的条件のもとで、専業経営を主体に展開

し、安全・安心な畜産物を供給するとともに、国土・環境保全など多面的機能の発揮

に重要な役割を果たしている。また、乳業など関連企業とともに、地域経済・社会・

雇用等を支える基幹産業として重要な役割を果たしている。 

こうしたもと、国は「攻めの農林水産業」など農業・農村の発展と所得倍増などを

目指し、各種施策の実施や検討がなされている。 

しかしながら、酪農・畜産の経営をめぐっては、長引く畜産物需要の減少と価格の

低迷、配合飼料価格の高止まりと価格安定基金の財源問題、さらに燃油・石油製品や

電気料金など生産コストの増大による経営の悪化と生産基盤の縮小など危機的な状況

に瀕している。 

加えて、日本が例外なき関税撤廃を原則とするＴＰＰ交渉に参加したことから、酪

農・畜産農家は迫りくる市場開放の動きに大変な不安と危機感を抱いている。 

ついては、国民の基礎的食料の安定供給及び地域経済・社会を支える酪農・畜産の

持続的な発展と、家族経営体を核とする多様な担い手の育成と経営の安定に向けて、

明日につながる２６年度畜産物価格の決定と総合的な酪農・畜産政策を推進されるよ

う、下記事項を強く求める。 

 

記 

 

１ 例外なき関税撤廃を原則とするＴＰＰ協定交渉において、農産物重要５品目など

の「聖域」を守るとした国会決議を断固堅持するとともに、それができないと判断

した場合は、交渉から脱退すること。 

  あわせて、日豪などとのＥＰＡ／ＦＴＡ交渉において、わが国の基礎的食料であ

る乳製品や牛肉、米や小麦、澱粉、砂糖等の重要品目を関税撤廃の対象から除外す

るなど、現行の国境措置を維持すること。 

２ 平成２６年度加工原料乳生産者補給金単価については、配合飼料価や燃油価格の

上昇、電気料金の値上げなど生乳の生産コストの実態を十分に踏まえ、かつ適正な

家族労働報酬が得られるよう、算定方法の弾力的な運用・見直しを図り、再生産確

保と経営の安定に資する単価水準に引き上げること。 

  また、限度数量については、国産乳製品の安定供給・需要の確保に向けた生乳生

産基盤の維持・拡大の観点にたって、適正な水準を確保すること。 

３ 平成２６年度の牛肉及び豚肉の安定価格、肉用子牛保証基準価格等については、

配合飼料価格の高騰など畜種ごとの生産コストの実態を適切に反映し、畜産経営の

安定と再生産の確保が図られる水準に引き上げること。 

４ 多種多様な畜産経営において、政策価格だけでは経営安定を図ることは困難なこ

とから、現行の酪農経営安定対策や肉用牛・養豚経営安定対策等について充実・強

化を図ること。 

５ 自給飼料基盤に立脚した酪農・畜産経営を加速的に推進する観点から、地域の特

性を踏まえた自給飼料増産対策を推進すること。あわせて、配合飼料価格安定制度

の再構築を図ること。 

６ 家族酪農経営における専従者の労働軽減や休日の確保、地域での雇用創出や担い

手の育成強化などの観点から、傷病時利用事業の継続拡充や、専任ヘルパー要員の

確保・育成・定着（就労環境の充実）への支援など、酪農ヘルパー利用組合の円滑



な運営を図るための支援事業を継続強化すること。 

７ 意欲ある酪農・畜産の担い手が、安全・良質な畜産物の安定供給と多面的機能の

発揮に向け、安心して経営に取り組めるよう、再生産の確保（生産コスト割れの全

額補てん）と所得の安定を図る新たな直接支払制度・経営所得安定対策を確立する

こと。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により提出する。 

 

平成２５年１２月 日 

             

岩見沢市議会    

 

提出先 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

財 務 大 臣 

農林水産大臣 


